様式第６の別紙１（サプライチェーン強靱化枠以外）

補助事業実績報告書


	１．事業計画名　※　補助金交付申請書と同じ事業計画名を記載してください。



	２．事業実施期間
　開始　　　年　　月　　日
　完了　　　年　　月　　日

	３．補助事業の主たる実施場所　※　補助事業を行った主たる実施場所の住所・事業所名を記載してください。
　住　　所：（〒　　－　　　）

　事業所名：

	４．実施した事業の概要とその成果（１００文字程度。詳細は６.（１）で記載してください）




	５．事業類型


	６．実施した補助事業の具体的内容とその成果
（１）実施した事業の内容及び得られた成果
　（注）技術的課題とその解決について取り組んだ内容を含めて具体的に記載してください。





（２）建設した建物等
	建物等名称
	活　用　方　法

	
	





（３）購入した機械装置等
	機械装置等名
	活　用　方　法

	
	






（４）導入した技術等の内容について
　（注）技術導入費を計上した場合。
	導入技術名等
	

	知的財産権等の種類
	特許権　・　実用新案権　・　意匠権　・　商標権　・　著作権
国際規格認証
その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　）

許可年月日：
許可番号：

	導入技術の内容
	

	導入に要した経費の総額
（補助事業に要した経費）・
支払方法及び期日
	総額　　　　　　　　　　　　　　　　円（税込み）
支払方法：
支払期日：



（５）専門家指導の名称及び内容について
	専門家
（所属先名称及び役職・氏名）
	

	契約金額
	１日当たりの単価　　　　　　　　　　　　　円（税抜き）
　　　　　　単価　　　　　　　　　　　　　円（税込み）
　　　　　　総額　　　　　　　　　　　　　円（税込み）

	指導の概要
	※　記入できなければ別紙に

	専門家の専門分野
	

	専門家の経歴
	

	認定支援機関ID番号
	
（※）認定支援機関確認書の発行機関であるかを問わず、認定支援機関である場合は、ID番号を記載してください。



（６）外注先の名称及び内容について
	外注先
（名称・住所）
	



	外注の内容
	




	契約日
	　　　年　　　月　　　日



（７）知的財産権等内容について
　（注）補助事業実施中の知的財産権等関連経費支出による取得等の有無、今後の取得の可能性について記載してください。
	取得技術名等
	

	知的財産権等の種類
	特許権　・　実用新案権　・　意匠権　・　商標権　・　著作権
国際規格認証
その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　）

	取得に関する責任者の団体名・役職名及び氏名
（弁理士の場合は登録番号及び氏名）
	




	取得に要する経費の総額
（補助事業に要する経費）・
支払方法及び期日
	総額　　　　　　　　　　　　　　　　円（税込み）

	取得技術の概要
	







	７．認定経営革新等支援機関による関与・支援等の状況


	８．保険又は共済の加入状況等
※補助金額が1,000万円を超える案件では、本事業により建設した建物等の施設又は設備を対象として、保険又は共済加入義務があります。小規模企業者については、加入推奨となっております。対象となる場合、契約書の写し等をご提出ください。非加入の場合には、保険又は共済への加入にかわり実施された取組の内容を記載してください。（中小企業者等、中堅企業等の事業者は、それぞれの付保割合を満たす条件の加入が必須の為、本項目に記入は不要です。）




	９．特記事項（大規模賃金引上枠の補助事業者のみ）
	（１）補助事業終了年度の前年度の終了月の事業場内最低賃金
	円

	（２）補助事業終了年度の前年度の終了時点の常勤従業員数
	人




	１０．その他特記事項
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